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研究要旨 

研究目的：メンタルヘルスに問題のあるハイリスク妊婦が増加しており、妊産婦の自殺、乳幼児の虐待の

増加が社会問題となっている。現状を分析するために全国の周産期センターを対象にアンケート調査を行

った。 

 

研究方法：平成 30年度に全国の周産期医療センターを対象に周産期メンタルヘルスに関するアンケート

調査を行った。総合周産期母子医療センター108施設中 65施設(60%)から地域周産期母子医療センター

298施設中 133施設(45%)から回答を得た。 

 

研究結果：メンタルヘルスに問題がある妊婦が増加していると感じている施設は 169/191(88%)であり、メ

ンタルヘルスに問題のある妊産婦のかかわりに困難を感じている施設は 193/194(99%)に上った。また、回

答者は経験年数の長い医師が多く、重複の可能性があるものの、58/193(30％)の回答者がキャリアの中で

妊産婦の自殺を経験しており、周産期メンタルヘルスの悪化、深刻度の高まりが伺われた。またメンタル

ヘルスの問題について相談できる精神科医がいる施設は、主に周産期を担当する MSWがいる施設、周産期

に関わる心理士がいる施設いずれも 63％であった。院内での周産期メンタルヘルスの問題について相談で

きる体制が不十分であることが伺われた。ハイリスク妊婦については院外との多職種とカンファレンスを

行っている施設が多いが参加職種にはばらつきがあり、十分な体制ではない。地域の助産師が参加してい

る施設は 15%(29/198)、地域の精神科医が 7%(14/198)に留まっていた。一定の基準はなく、各病院の裁量

で開催されているのが現状である。さらに精神疾患合併妊婦について地域の精神科医と診療情報を共有で

きているとした施設は 35%(67/194)に留まっている。児童虐待等の問題を児童相談所に相談したことがあ

る施設は 82%に及び、病院からこどもを直接乳児院に入所させたことがある施設も 91％に及んだ。 

 

結論：全国の周産期医療センターを対象にしたアンケートからは、周産期のメンタルヘルス問題の深刻化

と地域連携体制の不備が伺われた。多職種による地域連携の標準化が急務と考えられる。コロナ禍により

face to faceの情報交換が困難となっており、独習可能なツールの必要性が高まっている。すでに光田班によ

る“社会的ハイリスク妊娠(SHP)支援の手引き書”を基にした IT動画を2021年春には提供予定だが、“妊健を通

じた適切な妊産婦支援の方法についての提言”をﾍﾞｰｽにさらに広範囲の知見を盛り込む。ストーリーのある IT

動画を通して、多機関･多職種連携を追体験してもらい、ハイリスク妊婦支援に必要な知識を習得する一助とし

たい。 
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Ａ．研究目的 

メンタルヘルスに問題のあるハイリスク妊婦が増

加しており、妊産婦の自殺、乳幼児の虐待の増加が社

会問題となっている。現状を分析するために全国の周

産期センターを対象にアンケート調査を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

平成30年度に全国の周産期医療センターを対象に

周産期メンタルヘルスに関するアンケート調査を行

った。総合周産期母子医療センター108施設中65施

設(60%)から地域周産期母子医療センター298施設中

133施設(45%)から回答を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

メンタルヘルスに問題がある妊婦が増加している

と感じている施設は169/191(88%)であり、メンタル

ヘルスに問題のある妊産婦のかかわりに困難を感じ

ている施設は193/194(99%)に上った。また、回答者

は経験年数の長い医師が多く、重複の可能性がある

ものの、58/193(30％)の回答者がキャリアの中で妊産

婦の自殺を経験しており、周産期メンタルヘルスの

悪化、深刻度の高まりが伺われた。またメンタルヘ

ルスの問題について相談できる精神科医がいる施設

は、主に周産期を担当するMSWがいる施設、周産

期に関わる心理士がいる施設いずれも63％であっ

た。院内での周産期メンタルヘルスの問題について

相談できる体制が不十分であることが伺われた。 

ハイリスク妊婦については院外との多職種とカン

ファレンスを行っている施設が多いが参加職種には

ばらつきがあり、十分な体制ではない。地域の助産

師が参加している施設は 15%(29/198)、地域の精神

科医が7%(14/198)に留まっていた。一定の基準はな

く、各病院の裁量で開催されているのが現状であ

る。さらに精神疾患合併妊婦について地域の精神科

医と診療情報を共有できているとした施設は

35%(67/194)に留まっている。 

児童虐待等の問題を児童相談所に相談したことが

ある施設は82%に及び、病院からこどもを直接乳児

院に入所させたことがある施設も91％に及んだ。 

 
Ｄ．研究発表 

1. 論文発表 なし 

2.  学会発表 なし 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

 

Ｅ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案 なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


